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鉄筋コンクリート連層壁板の強度算定法 
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In this paper, a strength calculation method of RC cantilever wall panels without boundary columns and axial reinforcements is 
proposed. Stress of horizontal reinforcements that becomes large on a diagonal line of the wall panels and is 0 at the both ends is 
considered in a truss mechanism of the calculation method. Axial forces, reverse bending moments and constraint forces due to vertical 
reinforcements is considered in an arch mechanism. Loading tests of two-story RC wall panels were conducted to investigate 
compatibility of the calculation method. As a result, the calculated values were in good agreement with the experiments. 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート（RC）造連層耐震壁の省力化構法として，筆者

等は壁横筋の柱への定着を省略して鉛直接合部の滑りを許容する構

法を考案し，実験によって構造的にも優れた靱性能を有しているこ

とを確認した 1)～3)。壁横筋が柱に定着されていない耐震壁では，せ

ん断強度は一般の耐震壁より低くなるが，壁板と側柱の施工時期を

工法上変えることや RC 耐震壁のプレキャスト（PCa）化が容易と

なる。構造上は壁板と側柱を分けて取り扱うことができ，各々の強

度と両者間の鉛直接合部の強度を適宜設計することによって，破壊

形式は側柱が引張降伏する曲げ破壊，鉛直接合部の滑りを伴う曲げ

破壊あるいは壁板のせん断破壊となり得る。いずれの破壊形式を採

用するにしても壁板のせん断強度を評価することが重要であるが，

側柱や曲げ補強筋の無い鉄筋コンクリート壁板のせん断強度を算定

する方法は見あたらない。そこで，図 1 に示すような PCa 連層耐震

壁の１層部分を取り出し，鉛直接合部のせん断力を模した拘束力（鉛

直拘束力 Vj）を作用させた水平加力実験を行って，壁板のせん断強

度とその算定法について検討を行ってきた 4)～6)。 

本論文では，拙論 4)～6)で検討した単層壁板の算定法を一部修正し

て，複数層から水平力を受ける連層壁板の算定法に拡張する。さら

に２層から水平力を加えた実験を行ってその算定法の適合性を検討

する。 
 

2. 単層壁板の強度算定法の概要 

本章では，強度算定法の連層壁板への拡張に先立ち，単層壁板の

算定法 4)～6)の概要と本論文で修正した内容を記す。 
本算定法は，RC 壁板をトラス機構とアーチ機構によるせん断抵

抗機構 7)に分けて考え，各々の機構のせん断力の和を壁板のせん断

強度とするものである。壁板の両側に柱が取り付く場合には，柱と 
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図 2 横筋に応力度変化がある場合の 
   トラス機構における力の釣り合い 
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壁板との間に生じる鉛直方向のせん断力を鉛直拘束力 Vj と定義し，

これによる曲げ戻しモーメント Mj(=lw’Vj)を両機構で配分すること

により壁板が柱によって拘束される影響を考慮している。 
2.1 トラス機構 

(1) 横筋の応力度変化によるトラス機構のせん断強度 

 従来のトラス機構では壁横筋の引張応力度は壁全長にわたって一

定とし，横筋の引張力は側柱の主筋あるいは壁板端部の曲げ補強筋

の引張力とコンクリートの斜め圧縮力に釣り合うとしているが，本

論で対象としている壁板には曲げ補強筋等は存在しないので横筋の

反力がとれないことになる。実験 4),5)によると，横筋のひずみは両

端で非常に小さく，壁板の対角を結ぶ線上付近で大きくなる分布形

状を示した。このように横筋の応力度が変化する部分では，横筋の

引張力は，鉄筋-コンクリート間の付着によってコンクリートに伝達

されて，図 2 に示すように x 方向に付着応力度 τ が生じており，横

筋と縦筋の交点ではφ方向（φ：トラス機構の圧縮束の角度）のコ

ンクリート圧縮束の応力度増分 dσc および y 方向の縦筋の応力度増

分 dσsv と釣り合っている。そこで本算定法のトラス機構では，壁横

筋の応力度を図 3 に示すように水平力の作用位置から φ 方向の線

上と壁中心線上で最大値 sh をとり，両端部で 0 となる線形分布に

設定し，壁板内の各応力度増分によって壁脚・壁頂に生じるコンク

リートの圧縮合力 C と縦筋の引張合力 ΔSt に釣り合う水平方向のせ

ん断力をトラス機構によるせん断強度 Qt としている。 

横筋の応力度分布は，図 3 に示すように壁板のアスペクト比 t

（ cotwh l  ）によって異なり，壁板中央部を見ると t ≧1 では壁

中心線上で最大応力度となる領域（図示の区間 2）があり， t <1

では応力度の勾配がない τ=0 の領域がある。同図に示すように壁板

を壁脚の a 点を通るφ方向の直線で切断すると， t <1 の場合には

同図(2)の a-b 間に示すように横筋の応力度は壁高さのどの位置でも

最大応力度 σsh である。一方， t ≧1 の場合には同図(1)に示すよう

に，横筋の応力度は a-b 間では sh となるが，b-c 間および c-d 間で

は sh より小さくなる。したがって， t ≧1 の縦長の壁板の場合に

は， t <1 の場合より切断面を横切る横筋の引張力の合計は小さく

なり，合力 C および C に釣り合うトラス機構のせん断強度 Qtは低

下する。そこで，横筋の引張力の合計を壁高さ方向の各区間ごとに

積分して定式化すると，トラス機構のせん断強度は t によって場合

分けされて次式で表される 6)。なお，式(1)中の A は， t に応じた σsh  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の低減係数に相当し，A･σsh はトラス機構に有効な横筋の平均応力

度と云える。 
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ここに，Psh：壁横筋比，tw：壁厚，ltc：コンクリートの圧縮応力

作用域の長さ（図 3 参照） 

(2) 縦筋応力度に換算した壁脚における応力度 
せん断破壊の判定は，次節で述べるように壁脚の圧縮応力度を評

価して行うので，トラス機構によって壁脚に生じる応力度を把握す

る必要がある。壁板の切断面で応力度が一定となる t <1 の場合に

ついて，応力度増分 dσsv を高さ方向で積分し，壁脚（壁頂）におけ

る縦筋の応力度分布 sσsv を求めると次式 5)となり， 

  
2cot

logsh sh tc
s sv

sv

p l
P x

 
  

  
 

             ･･･(4) 

ここに，Psv：壁縦筋比，x：水平位置（図 3，o 点からの距離） 

sσsv は x=0～ltc の範囲で無限大から 0 に漸近する曲線分布で表され

るが，その重心位置は x= tcl /4 の確定値となる。そこで，本算定法

では，壁脚・壁頂における sσsv の合力 ΔSt および sσsv と逆対称にな

る cσsv の合力 C の作用点は，図 3(2)に示すように各々の最大応力度

となる端部から 4tcl の位置とする。応力度分布は，対数関数で表さ

れるものを取り扱い易いように三角形分布とするが，三角形の重心

位置を合力 C，ΔSt の作用位置に一致するように設定する。したがっ 
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図 4 アーチ機構とせん断破壊判定領域 
wl 

0.05 wl 

( 3)sc wl l 

せん断破壊判定領域

x

x

分割数 m 

各要素の鉛直拘束力 

各要素の水平力 

aiQ

aQ

a aiQ Q 

c t a B     

A 

アーチ機構による

せん断力 

( )ai sva sv wV P t x 

��� 

 
bn P

bi P

b1 P

Nn

Ni

N1

Mn

Mi

M1

ntw, npsh, npsv

itw, ipsh, ipsv

1tw, 1psh, 1psv

lw'

h1

hi

hn

図 5 連層壁板 

'wl

て， cσsv，sσsv の作用域の長さは，ともに 3 4tcl となる。一方， t ≧

1 の場合には，前述の区間 2 の影響により脚部の応力度分布は異な

るが，合力 C の作用位置は t <1 の場合と同様に端部から 4tcl の位

置とし，ΔSt の作用位置 xos は次式に示す脚部モーメントの釣り合い

から定める。 
  t vt c t sQ h C j S j       ･･･(5) 

ここに，Cvt：合力 C の鉛直成分(=Ccosφ)，jc：壁脚の C と壁頂

の C との距離，js：壁脚の ΔSt と壁頂の ΔSt との距離，h：壁板高さ 

これにより，jc と js は次式のように表される 6)。 
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よって，ΔSt は，端部から xos=(lw’-js)/2 の位置に作用するものとす

る。なお，拙論 6)では t ≧1 の場合の縦筋の応力度分布を区間 2 の

影響を考慮して不連続に設定していたが，本論文では連層壁板の算

定法に拡張するために簡単化し，図 3(1)に示すように縦筋の応力度

s sv ， s sv もコンクリートの応力度 c sv ，c sv と同様に三角形分

布に変更する。 
以上より，壁脚部の応力度を全て縦筋応力度に換算すると壁脚縦

筋応力度 B sv は次式のように表される 6)。 
  B sv c sv c sv s sv s sv N           ･･･(8) 
 ここに，σN：軸力 N による応力度 

B sv は壁板長さ lw’の全域の応力度であるが， t <1 の場合には，

図 3(2)に示すようにτ=0 の領域があることによって 'tc wl l となり，

壁脚の曲げ圧縮域（a 点近傍）では c sv は作用しないが，壁頂の縦

筋応力度 s sv の反力として圧縮応力度が作用する。 

 トラス機構で使用する曲げ戻しモーメントは，合力 C，ΔSt の作

用点と同じ位置に，逆向きに作用する偶力に置換することで C，S t

に含めて扱う 6)。 
2.2 アーチ機構 

アーチ機構によるせん断強度Qaは，図 4に示すように壁板を幅Δx
で m 分割し，圧縮束の作用点を壁脚の圧縮縁から 0.05lw’の位置（A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点）として要素ごとの水平力 ΔQai を計算し，壁脚部のせん断破壊判

定領域 lscのφ方向の圧縮応力度 c が有効強度 7)νσBに達するまで各

要素の ΔQai を積算して求める 6)。ここで，圧縮束の壁脚側作用点を

A 点としたのは，全要素数 m の積算を行った際の Qa の上限を，次

式 8)の曲げ強度相当のせん断力とするためである。 

  0.5 0.5u sv w w sy jM p t l l Nl M    ･･･(9) 

  ここに， 
l  0.9 l w ，Mj：鉛直拘束力 Vj による曲げ戻しモーメント 

図 4 に示す各要素の鉛直拘束力 Vai は， 

ai sva sv wV P t x                   ･･･(10) 

であり，拘束応力度 σsva は次式で表される 6)。 

  sva sy B sv M       ･･･(11) 

 ここに，σsy：縦筋強度，Bσsv：壁脚縦筋の応力度，σM：アーチ機

構で使用する曲げ戻しモーメントを縦筋の応力度に換算した値 

 
３．連層壁板の強度算定法 

3.1 せん断抵抗機構 
図 5 に示すように i 層（i=1～n）に水平力 biP ，曲げ戻しモーメ

ント Mi および軸力 Niの作用する n 層の連層壁板を考える。 hiは i
層の壁高， i tw， i psh ， i psvはそれぞれ i 層での壁厚，壁横筋比お

よび壁縦筋比である。せん断抵抗機構は単層壁と同様に，壁横筋に

よるトラス機構と，軸力および壁縦筋によるアーチ機構に分けて考

える。曲げ戻しモーメントは両機構で使用し，それぞれの機構で釣

り合う i 層の水平力の和を強度時の水平力 biP とする。すなわち， 

  biP  btiPt  baiPa  ･･･(12) 

ここに，bi, bti ,bai はそれぞれ強度時，トラス機構およびアーチ機構

における水平力の高さ方向分布係数である。 
3.2 トラス機構 
 トラス機構は，図 6 に示すように i 層目の水平力 btiPt （i=1～n）

に対して，i 層目の壁高 hiの壁板毎にトラス機構が成立するものと

考える。この壁板を以後「i 層目加力の壁板」と称する。同図の Mti

は，曲げ戻しモーメント Mi のうちトラス機構に使用するモーメン

トであり，その割合を rtiとおいて次式のように表す。 
 

－ 131 －



図 6 トラス機構 
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  Mti  rtiM i  ･･･(13) 
 i 層目加力の壁板は単層壁板に同じであるが，層毎に壁厚と壁筋

比を規定しているので，水平力 btiPt と横筋応力度との関係は，i 層

目に加力した時の j 層の横筋応力度を j shi（j=1～i）とおいて次式

のように表される。 
  cotti t shi tci ib P a l A   ･･･(14) 

  1 1 1shi i shi i sh i w j shi j sh j w shi sh wa p t p t p t             
   ･･･(15) 
ここに，ltciと Aiはそれぞれ i 層目加力の壁板の圧縮応力作用域（図

3，式(3)参照）とアスペクト比による係数（式(2)参照）である。ま

た，コンクリートの圧縮合力Ciは次式のように表され， 

   cot sini shi tci iC a l A   ･･･(16) 

壁脚のせん断破壊判定領域 lscにおけるコンクリートのφ方向圧縮

応力度は次式となる。 
  1( cos )ti i i w scC t l    ･･･(17) 
ここに，  iは判定領域 lscに作用するCiの割合である 6)。 
 以上により，全層に作用する水平力 btiPt （i=1～n）による壁横筋

の i 層の応力度 i sh は次式で表され， 

 
n n

a p ti sh i shj shj i sh i w
j i j i

    
 

 ･･･(18) 

1 層壁脚コンクリートの φ 方向圧縮応力度 1 t は次式となる。 

  1 t   ti
i1

n
  ･･･(19) 

 また，i 層目加力の壁板のコンクリートの圧縮合力と縦筋の引張

合力による縦筋応力度を c svi ， c svi ， s svi ， s svi （図 3 参照）

とおくと，全水平力 btiPt （i=1～n）に対する 1 層壁脚縦筋の応力度

Bσsv は式(8)を拡張して次式で表される。 

   
1

n
B sv c svi c svi s svi s svi N

i
     


          ･･･(20) 

ここに，  1 1N p t lN i sv w w    
連層壁板のトラス機構による i 層のせん断力は，式(14)の水平力

の i～n 層の和であるので次式となる。 
n

i t tj t
j i

Q b P


  ･･･(21) 

ti tb P を算定する際の横筋の最大応力度 σshi は降伏強度以下で出来 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
る限り大きくなるように定める。このとき，式(20)の壁脚縦筋の応

力度 Bσsv も降伏強度以下とする必要がある。Bσsv が大きい場合は，

曲げ戻しモーメントの割合 rtiを上げることによって調整する。従来

のトラス機構では，柱主筋などの曲げ補強筋による引張合力が大き

いので横筋は降伏するものとし，縦筋はせん断強度の算定に考慮さ

れていないが，本算定法では縦筋不足の場合には横筋は降伏せず，

トラス機構分のせん断強度は低くなる。 
3.3 アーチ機構 
 アーチ機構に使用できる曲げ戻しモーメント Ma は次式であり， 
  Ma  1 rti M i  ･･･(22) 
Ma を縦筋の応力度に換算して鉛直拘束力とする。鉛直方向の拘束

応力度 sva は，単層壁板の場合と同様に前出の式(11)で表される。 
 連層壁板では，拘束応力度 sva の鉛直拘束力は，各層に配分して

用いる必要があるので，i 層の分配率を rai とおくと図 7 に示すよう

に微少区間 x における各層の鉛直拘束力 iVaj（j は壁長を分割した

微少区間の番号）は， 

  1 1i aj ai sva sv wV r p t x                ･･･(23) 

となる。分配率 rai は，アーチ機構の水平力分布係数 bai に対応させ

ると次式となる。 
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 ･･･(24) 

iVaj に釣り合う水平力  iQaj は， 

   itani aj i aj ajQ V    ･･･(25) 

     tan 0.05l l hi aj j w i    ･･･(26) 

であるので，i 層の水平力 bai Pa は次式となる。 

  
j

ai a i ajb P Q   ･･･(27) 

よって，連層壁板のアーチ機構による i 層のせん断力は次式となる。 
n

i a ak a
k i

Q b P


  ･･･(28) 

また， i ajV による圧縮力は  cosi aj i aj i ajC V   であるので，i 層全

体のφ方向圧縮合力 iC は次式となる。 

   cos
j

i i aj i ajC C      ･･･(29) 
したがって，1 層目壁板の圧縮応力度 1 a （せん断破壊判定領域に

おける平均応力度）は次式となる。 
   1 1 cosa i w scC t l   ･･･(30) 
 式(27)の ΔiQaj の積算は，単層壁と同様に式(19)と式(30)の和

（ 1 1c t a    ）が有効強度 νσB に達するまで行い（以後，「 c の

調整」と云う），その時のトラス機構とアーチ機構のせん断力（式(21)，
式(28)）の和をせん断強度とする。 
3.4 計算手順 

連層壁板の上層部など壁板のせん断ひび割れが少ない層に，トラ

ス機構を設定することは不合理である。そこで，本算定法では，計

算時に壁板の平均せん断応力度 i を求め， i が壁板の全域にせん

断ひび割れの発生するせん断応力度 s 以上となる層にのみトラス

機構を形成させるものとする。 
 本算定法におけるせん断強度の計算手順を以下に示す。ここでは，

i 層の水平力の高さ方向分布係数 bi をトラス機構の bti とアーチ機構 
の bai に分ける際に，1 層目で基準化（b1=1）し，bi=bti+bai とする。 

 (1)アーチ機構のみを考慮し（ Pt ， bti， rtiを全て 0），式(27)右辺

の i ajQ を壁全長にわたって積算する（曲げ強度が算定される）。 
 (2)「 c の調整」を行い， i s  となる層の全てにトラス機構を

形成（ bti =1.0）する。 
 (3)横筋が降伏する状態を想定し，トラス機構による最大の水平力 
  （ max i sh   syとなる Pt ）を求める。 
 (4)縦筋の応力度が降伏点以下（ max B sv   sy ）となり，水平

力の分布係数が設定値 biになるように，トラス機構の負担水平

力 Pt を下げ，曲げ戻しモーメントの負担割合 rtiを調整する。（上

層の分布係数が設定値 biより大きくなる場合は，高さ方向分布

係数 btiを減少させて前記を行う。） 
 (5)壁脚コンクリートが有効強度（ c B  ）となるように，「 c

の調整」を行う。 
 (6)新たに i s  となる層が現れたら，その層の btiに適切な数値

を代入にして(3)以下を繰り返す。 
 上記のように，計算過程では水平力の高さ方向分布係数 bti，bai

や曲げ戻しモーメントの両機構の配分 rti は異なる値を用いること

ができるが，全ての条件を満足すれば得られる結果の差異は小さい。 

3.5 せん断強度時の各部の応力状態 
 通常，壁板強度の算定では，曲げ強度とせん断強度を別途に計算

し，小さいほうで耐力が決定されるものとするが，本算定法はこれ

と異なり，コンクリート，横筋および縦筋の応力の釣り合いから，

壁板でとり得る強度（曲げ強度あるいはせん断強度）を求めるもの

である。φ方向の壁脚コンクリートが c B  となるせん断強度を

算定する場合には，せん断強度時の横筋の最大引張応力度 sh が得

られるので，横筋を降伏するまで活用することや損傷を軽減するた

めに横筋の応力度を抑えること等を検討できる。 
縦筋はトラス機構では式(20)の B sv ，アーチ機構では式(11)の

 sva で考慮されており，アーチ機構の強度算定時に ΔiQaj を積算し

た範囲（図 7 の xa）の縦筋はせん断強度時に降伏強度に達している

ことになる。 
 他方，計算手順(1)で算定される強度は，前述のように縦筋が全て

降伏する場合の式(9)相当の曲げ強度であるので，アスペクト比の大

きい場合や軸力が大きい場合などは断面解析等により曲げ圧縮破壊

について別途検討する必要がある。本算定法でせん断破壊の判定に

用いたφ方向の圧縮応力度 c を鉛直方向に換算すると，曲げ圧縮域

における壁脚コンクリートの圧縮応力度 σV は次式で表される。 

  
2cossc

V c
n

l
x


   ･･･(31) 

ここで，xn は圧縮縁からの中立軸位置であり，本算定法ではアー

チ機構の圧縮束の作用点を圧縮縁から 0.05lw’としているので，三角

形のひずみ分布を想定して xn≒0.15 lw’と仮定すれば，式(31)より σV

の概算値が得られる。例えば σV と ACI318 規準 9)の応力ブロックの

平均圧縮応力度 0.85σB を比較することで，曲げ圧縮域の応力状態の

予備検討が行える。 
 
４．実験による適合性の検証 

4.1 実験概要  
 試験体は図 8 に示すように二層壁板であり，壁板側面に剥離剤を

塗布した厚さ 16mm の鋼板（SS400）を配置して接合筋を溶接接合

し，曲げ戻しモーメント Mi （=鉛直接合部拘束力 Vj×lw’）を表現

している。試験体数は表 1 に示す接合筋拘束力 Vj，横筋比，縦筋比

および水平力の分布係数 biをパラメータとした 17 体である。ここ

で，Vj は鉛直接合部のせん断強度 Qv に関する次式 10)を参考とし， 
 Qv=0.10Fc･Asc+σyΣav               ･･･(32) 

ここに，Fc：コンクリートの設計基準強度，Asc：鉛直接合部のコ

ッターの断面積，σy：接合筋の降伏強度，av：接合筋断面積 
試験体にはコッターがないため，第 2 項のみの Vj＝接合筋断面積×

降伏強度により算定した。コンクリートは早強ポルトランドセメン

トを用いた豆砂利普通コンクリートであり，材料試験結果を使用鉄

筋と共に表 2 に示す。 
 加力装置を図 9 に示す。軸力 N は中層建物（8 階程度）の下層階

の長期軸力を想定して，No.11～No.21 では 64kN，No.22～No.27
では 61kN とし，試験体上部のアクチュエータにより作用させた。

水平力は，上下 2 層に設置したアクチュエータの荷重が表 1 に示す

比率（1 層目 b1：2 層目 b2）になるように制御して加えた。水平力

が壁板に均等に作用するように，加力用治具は壁板両面から圧着し

ている。加力は変位漸増の繰り返し加力とし，各サイクルの部材角 
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横筋間隔 縦筋間隔 接合筋本数 分布係数

(mm) (mm) (1,2層共通)

No.11 50 50 8-D6 1：1
No.12 75 50 4-D6 1：1
No.13 105 50 2-D6 1：1
No.14 105 50 8-D6 1：1
No.15 75 90 4-D6 1：1
No.16 105 90 2-D6 1：1
No.17 50 72 8-D6 1：1
No.18 75 72 8-D6 1：1
No.19 125 72 8-D6 1：1
No.20 75 72 4-D6 1：1
No.21 125 72 4-D6 1：1
No.22 105 51 8-D6 1：2
No.23 78 51 8-D6 1：2
No.24 48 51 8-D6 1：2
No.25 107 51 4-D6 1：2
No.26 83 51 4-D6 1：2
No.27 83 51 2-D6 1：2

試験体名 b1: b2

 コンクリート 圧縮強度 引張強度 ヤング係数*

試験体名 (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)
No.11 42.6 4.02 26100
No.12 40.4 4.59 26800
No.13 45.3 3.75 26900
No.14 42.8 3.50 24200
No.15 43.2 4.64 24400
No.16 46.1 4.52 28600
No.17 30.0 2.34 29100
No.18 31.8 2.21 24200
No.19 32.0 2.22 27400
No.20 30.7 2.48 25300
No.21 33.7 2.37 25800
No.22 29.0 2.11 27300
No.23 28.1 2.10 26600
No.24 28.8 2.04 25900
No.25 30.4 2.19 27700
No.26 29.2 2.07 25100
No.27 28.7 2.11 27500

降伏強度** 引張強度

(N/mm2) (N/mm2)
304 428
326 437
410 538

* : 1/3割線弾性係数 ** : 0.2%耐力

No.17～No.21
No.22～No.27

壁縦横筋

Ｄ６　 31.7mm2

No.11～No.16

図 10 壁板の平均せん断応力度とコンクリート強度の関係 

 

 

表 1 試験体一覧 

表 2 材料の力学的性質 
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図 9 加力装置 
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図 8 試験体 
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R2(2 層位置)を 1000 分の 1,2,4,6,10,15,20rad.とした。計測は，図 9
に示した各アクチュエータに作用する荷重と，壁板の 1，2 層目の

頂部の変位を計測した。また，壁縦横筋のひずみ度を計測した。 
4.2 実験結果 

 各試験体の最大強度（正・負加力の平均値）時における 1 層目お

よび 2 層目の平均せん断応力度 i u （= '/i i w wQ t l ）とコンクリートの

圧縮強度 σB との関係を図 10 に，ひび割れおよび破壊状況の例を図

11 に示す。図 10 中の黒塗り印は，図 11(a)～(c)の 1 層目と同図(c)
の 2 層目のように壁板の全域にせん断ひび割れが多数発生したこと

を，白抜き印は図 11(a),(b)の 2 層目のようにせん断ひび割れが少な

く壁板の全域には発生していないことを示す。図 10 に文献 11)（以

下，RC 規準）の短期許容せん断応力度 fs を併記すると，曲げ補強

筋のない本試験体においても fs 相当のせん断応力度ではせん断ひび

割れがほとんど発生していないことが分かる。RC 規準を参考に終

局強度相当のせん断応力度の目安として，fs を 1.5 倍にしたせん断応

力度で見ると，せん断ひび割れが多数発生した黒塗り印の実験値の

ほぼ下限を示している。そこで本算定法では，1.5fs 相当のせん断力

を超える層には，せん断ひび割れが十分に発生しているとみなし，

トラス機構が形成されるものとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各試験体の最大強度実験値 Qmax（1 層目せん断力）と各種計算値

Qb1，FQb1，Qp1 を表 3 に示す。実験値 Qmax と部材角 R2 は，それぞ

れ正加力時と負加力時の平均値である。Qb1 は式(33)により計算した

曲げ強度であり，FQb1 は式(33)の Mu を断面解析（応力-ひずみ関係：

コンクリート（梅村の e 関数法，引張応力無視），鉄筋（完全弾塑性

型））により求めた曲げ強度である。Qp1 は本算定法による値であり，

cot 1  ，せん断破壊判定領域 lscは壁脚の斜めひび割れ状況（図 11
参照）を参考に 3wl とし，壁長さ '

wl を 24 分割して計算した。なお，

同表に実測した平均壁厚も記してある。 
  1b i i i uQ b b h M                  ･･･(33) 
ここに， 
 
実験値 Qmax は，縦筋比 Psv が同じ場合には鉛直拘束力V j が大きい

ほど大きくなっており，接合筋を壁側面の鉄板に溶接してV j を得る

方法は，計画通り機能していると判断できる。断面解析による曲げ

強度 FQb1 は，いずれも縦筋が降伏して最大曲げモーメントとなり，

最外縁の圧縮ひずみは 2700～3700×10－6 程度となる状態であった。

よって，曲げ強度式による Qb1 に対する FQb1 の比率は 0.89～1.02 

1 10.5 0.5u sv w w sy i iM p t l l N l M     0 .9 wl l  i j wM V l  ， ，
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中立軸
の位置

[kN] [kN] [kN] 破壊形式

No.11 52.8 1.20 1.23 77.1 166 8.9 205 0.81 200 0.12 0.83 160 1.03 1：0 0.25 0.55 1.00 せん断 0.78
No.12 51.0 0.83 1.27 38.5 125 9.8 144 0.86 139 0.13 0.90 135 0.93 1：0 0.58 0.70 1.00 せん断 0.75
No.13 52.6 0.57 1.23 19.3 118 10.0 114 1.04 110 0.12 1.07 115 1.02 1：0 0.88 0.84 1.00 せん断 0.79
No.14 52.4 0.58 1.23 77.1 161 7.8 205 0.79 200 0.12 0.80 156 1.04 0.88：0 0.21 0.99 1.00 せん断 0.77
No.15 49.4 0.86 0.73 38.5 105 10.0 117 0.89 118 0.10 0.89 117 0.89 1：0 1.00 0.61 0.91 曲げ 0.87
No.16 49.6 0.61 0.72 19.3 91 15.0 87 1.05 88 0.10 1.03 87 1.05 0：0 1.00 0.00 0.78 曲げ 0.76
No.17 51.8 1.22 0.85 82.7 132 6.3 193 0.68 191 0.14 0.69 124 1.07 1：0 0.13 0.40 1.00 せん断 0.75
No.18 53.8 0.79 0.81 82.7 129 10.5 193 0.67 192 0.14 0.67 133 0.97 1：0 0.17 0.64 1.00 せん断 0.79
No.19 52.1 0.49 0.84 82.7 132 6.3 193 0.68 191 0.14 0.69 129 1.03 0.97：0 0.13 1.00 1.00 せん断 0.77
No.20 53.3 0.79 0.82 41.3 102 9.7 129 0.79 115 0.14 0.89 117 0.87 1：0 0.50 0.57 1.00 せん断 0.77
No.21 52.6 0.48 0.83 41.3 107 10.4 129 0.83 115 0.13 0.93 121 0.88 1：0 0.58 0.98 1.00 せん断 0.79
No.22 52.5 0.58 1.13 104.0 164 9.4 282 0.58 273 0.18 0.60 172 0.96 0.82：0.82 0.13 1.00 1.00 せん断 0.59
No.23 52.5 0.77 1.13 104.0 173 5.3 282 0.61 272 0.19 0.64 185 0.93 1：1 0.13 0.98 1.00 せん断 0.59
No.24 50.8 1.30 1.16 104.0 179 5.3 282 0.63 272 0.19 0.66 182 0.98 1：1 0.13 0.59 1.00 せん断 0.58
No.25 54.1 0.55 1.09 52.0 147 9.5 198 0.74 189 0.17 0.78 147 1.00 0.9：0 0.25 0.48 1.00 せん断 0.62
No.26 53.0 0.72 1.12 52.0 145 5.7 198 0.73 188 0.18 0.77 172 0.84 1：1 0.50 0.97 1.00 せん断 0.60
No.27 52.5 0.73 1.13 26.0 133 11.0 155 0.86 145 0.19 0.92 130 1.02 1：0 0.50 0.37 1.00 せん断 0.59

曲げ圧縮域
のコンクリー
ト応力度比
（鉛直方向）

トラス
機構の

形成状況

アーチ
機構の

積算範囲

試
験
体
名

壁厚 横筋比 縦筋比
せん断破壊
判定領域の

コンクリート応力度比
（φ方向）

横筋
応力度比

本算定法

拘束力 実験値

曲げ強度

曲げ強度式 断面解析

max

1p

Q
Q
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図 12 荷重-変形曲線の例 
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図 11 ひび割れおよび破壊状況の例 

(a)No.13 (b)No.14 (c)No.24 
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トラス機構形成

表 3 最大強度の実験値と計算値 

（平均 0.96）となり，双方の曲げ強度計算値は近い値となっている。 

(1) 曲げ破壊した試験体の最大強度 

表 3 に示すように，本算定法で曲げ破壊と判定されたのは No.15
と No.16 である。この 2 体の壁脚コンクリートのφ方向の圧縮応力

度は，アーチ機構の強度算定時に壁全長にわたって ΔiQaj が積算さ

れた（xa/lw’=1.0）が，表 3 の σc/νσB に示すように両試験体とも有効

強度以下となっている。No.15 は 1 層目にのみトラス機構が形成さ

れ，No.16 は 1 層目も平均せん断応力度が 1.5fs 以下となり，アーチ

機構のみで Qp1 が算定された。両試験体の Qp1 は，曲げ強度 Qb1，FQb1

と同程度の値となり，実験値との比率Qmax/Qp1はそれぞれ 0.89，1.05
となっている。なお，このように曲げ強度の計算値が実験値と概ね

対応することから，計算に用いた試験体の鉛直接合部拘束力 Vj（=
接合筋断面積×降伏強度）は妥当であると考えられるため，以降の

せん断強度算定時の Vj も同様に評価した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) せん断破壊した試験体の変形性能 

本算定法でせん断破壊と判定された試験体の荷重-変形曲線の例

を図 12 に示す。表 3 に示す曲げ強度計算値に対する実験値の比率

を見ると，No.13 以外のせん断破壊の試験体では Qmax/Qb1=0.58～
0.86，Qmax/ FQb1=0.60～0.93 となっており，実験値 Qmax は曲げ強度

計算値より小さくなっている。曲げ強度計算値より Qmax の大きい

No.13（図 12(a)）は，鉛直拘束力V j が小さく，曲げ強度とせん断

強度の近い試験体であり，実験では曲げ降伏後にせん断破壊したも

のと判断される。また，断面解析結果の中立軸位置（xn/lw’）を用い，

式(31)よりせん断破壊時の鉛直方向のコンクリート圧縮応力度 σVを

算出すると，表 3 に示すようにいずれも 0.85σB 9)以下であった。な

お，せん断破壊した試験体の断面解析結果の xn/lw’は 0.12～0.19 で

あり，3.5 節で述べたように xn を 0.15lw’と仮定して σV を求めれば曲

げ圧壊の有無の検討値としては妥当であると思われる。
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図 13 算定値の適合性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3 の Qmax 時の部材角 R2 を見ると，No.13 以外でも R2 の比較的

大きなせん断破壊の試験体がある。柱付き耐震壁で柱主筋の降伏前

に壁板がせん断破壊するときのような破壊状況とはなっていない。

これは，曲げ補強筋のない壁板では，3.5 節で述べたように縦筋が

降伏してせん断破壊に至ることによるものであると考えられる。ア

ーチ機構の強度算定時の xa/lw’は，No.13 では 0.88，他の試験体で

は 0.13～0.58 となっており，鉛直拘束力V j の小さい試験体ほど

xa/lw’が大きくなって強度時の縦筋の降伏範囲が広がるという算定

結果を示している。 
(3) せん断破壊した試験体の最大強度 

 水平力分布 b1： b2 が 1：1 の No.11～No.14，No.17～No.21 のシ

リーズでは，図 11(a),(b)に示すように２層目の壁板のひび割れは非

常に少ない。水平力分布 b1： b2 を 1：2 に変えた No.22～No.27 の

シリーズでは，図 11(c)に示すように 2 層目にも多くの斜めひび割れ

が発生した。本算定法で 2 1.5u sf  となって 2 層目にもトラス機構

が形成されたのは，表 3 の水平力分布係数（ b t1 ： bt2 ）に示すよ

うに No.22～No.27 のうち 4 体であった。 
実験値 Qmaxと本算定法による計算値 Qp1を比較して図 13 に示す。

本算定法でせん断破壊と判定された試験体のQmax/Qp1は 0.84～1.08
平均 0.98 となっており，本算定値は実験結果によく適合していると

言えよう。表 3 より，縦筋比 Psv と鉛直拘束力V j がほぼ同じで，横

筋比 Psh の異なる試験体（No.11 と No.14，No.17 と No.19，No.22
と No.23）をそれぞれ比較すると，Psh が大きいにも関わらず実験値

Qmax はそれほど大きくならない状況についても本算定法の Qp1 はよ

く対応している。Psh の大きな試験体では，降伏強度に対する横筋の

応力度比 σsh/σsy が小さく算定されている。 

 

５．むすび 

 本論文では，柱主筋など曲げ補強筋の無い鉄筋コンクリート連層

壁板のトラス・アーチ理論に基づく強度算定法を提案した。トラス

機構では壁横筋の応力度変化が壁縦筋の引張力とコンクリートの斜

め圧縮力に釣り合う新たな応力抵抗機構を構成している。n 層から

なる壁板のトラス機構は，各水平力の作用高さまでの n 個の壁板を

合成して扱っており，トラス機構の成立はせん断ひび割れの多数発

生する層のみとしている。アーチ機構では，各層の水平力に釣り合

う斜め圧縮力の壁脚側作用点を壁側面から 0.05lw’（lw’：壁長さ）の

位置にとり，鉛直方向力は軸力と曲げ戻しモーメントを含めた壁縦

筋応力度に釣り合わせている。本算定法は，破壊形式の判別を，設

定したせん断破壊判定領域におけるφ方向（φ：トラス機構の圧縮

束の角度）のコンクリートの圧縮応力度により行っており，曲げ破

壊からせん断破壊までの統一された強度算定法となっている。 
 本算定法の適合性を検証するために，17 体の鉄筋コンクリート二

層壁板の水平加力実験を行った。実験結果のせん断ひび割れの発生

状況と本算定法のトラス機構の形成状況は概ね対応し，本算定法の

計算値（曲げ強度あるいはせん断強度）は実験値によく適合した。 
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